
平成 30 年６月 22 日 

「平成２９年通信利用動向調査の結果」の訂正 

 本年５月 25日に公表した「平成 29年通信利用動向調査の結果」について、世帯構成員編の集計過程で

誤りがあったことが判明しました。統計表の数値を訂正しましたので、お知らせします。訂正内容につい

ては、以下を御覧ください。 

・公表資料に関する訂正情報

・公表資料「平成 29年通信利用動向調査の結果」（平成 30年６月 22日訂正）

・訂正した統計表等は以下の URLから御覧ください。

【URL】http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05b1.html 

連絡先：情報流通行政局情報通信政策課情報通信経済室 

（ 担 当 ： 品 川 専 門 職 、 原 係 長 ） 
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平成２９年通信利用動向調査
ポイント

※タイトルに（世帯）と付した項目は世帯調査、（企業）と付した項目は企業調査、（個人）と付した項目は世帯構成員調査結果に基づく。
※P.3「情報通信機器の保有状況の推移（世帯）」のグラフを除き、無回答を除いている。

別添１

平成30年５月25日公表
平成30年6月22日訂正



1１ インターネットの利用動向①

13 歳～59歳の年齢層でインターネット利用が９割を超えている。

年齢階層別インターネット利用状況（個人）

平成29年
(n=38,630)
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※ 当該比率は世帯構成員（個人）のインターネットの利用割合を端末別・年齢階層別に示したもの。

２ インターネットの利用動向②

インターネット利用機器の状況（個人）

個人のインターネット利用機器に関しては、スマートフォンがパソコンを上回っている。
ただし、年代別にみると、60歳以上はパソコンの利用がスマートフォンを上回っている。

※ インターネットに接続できるテレビ、家庭用ゲーム機、その他の機器を除く。
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平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

固定電話 85.8 83.8 79.3 79.1 75.7 75.6 72.2 70.6

パソコン 83.4 77.4 75.8 81.7 78.0 76.8 73.0 72.5

スマートフォン 9.7 29.3 49.5 62.6 64.2 72.0 71.8 75.1

モバイル端末全体 93.2 94.5 94.5 94.8 94.6 95.8 94.7 94.8

タブレット型端末 7.2 8.5 15.3 21.9 26.3 33.3 34.4 36.4
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主な情報通信機器の保有状況（世帯）
（平成22年～平成29年）

※当該比率は、各年の世帯全体における各情報通信機器の保有割合を示す。

３ 情報通信機器の普及状況

スマートフォンを保有している世帯の割合が、固定電話・パソコ
ンを保有している世帯の割合を上回った。

3
モバイル端末の保有状況（個人）

（平成25年～平成29年）

スマートフォンの保有状況は増加傾向にある一方、携帯電話・
PHS（スマートフォンを除く）の保有状況は減少傾向にある。
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４ クラウドサービスの利用状況（企業） 4
クラウドサービスの利用状況

クラウドサービスを利用している企業の割合は上昇傾向が続き、今回調査対象の半数を超えた。
利用目的をみると、営業支援やプロジェクト管理などの高度な利用は低水準にとどまる。
効果についてみると、「非常に効果があった」又は「ある程度効果があった」と回答した企業が利用企業の8割を超えている。

非常に効果が

あった
30.9%

ある程度効果

があった
54.3%

あまり効果がな

かった
1.0%

マイナスの効果

であった
0.4%

効果はよく分からない
13.3%

平成29年
(n=1,550）

※ クラウドサービス利用企業に占める割合
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※ 平成29年調査では、情報通信業を独立した産業として集計し、全体に占める情報通信業の比率も前回調査に比べ上昇している。経年比較にあたっては留意が必要。（前回平成28年調査までは、情報通信業はサービス業・その他の内数）
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５ テレワークの導入状況等

テレワークの導入状況（企業）
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テレワークを導入しない理由（企業）

テレワークの実施状況（個人）

テレワーク未実施理由（個人）

企業において、テレワークを導入している又は具体的な導入予定があるのは、18.2％。 企業等に勤める15歳以上の個人のうち、過去１年間にテ
レワークの実施経験がある人及び実施してみたいと考え
ている人は、26.8％。
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６ インターネット利用上の不安

インターネット利用時における不安（個人）
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12歳以上のインターネット利用者の約7割がインターネット利用時に何ら
かの不安を感じており、前回と比較し5.2ポイント上昇。
年代別では、20歳代以外の年齢層で不安を感じる割合が高い。

不安の具体的な内容は、「個人情報が外部に漏れていないか」が89.5％
と個人情報に対する懸念が相当に高い。

インターネット利用における不安の内容（個人）

（注）インターネットを利用していて「不安を感じる」又は「どちらかといえば不安を感じる」と回答した個人に占める割合
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１ インターネット等の普及状況

（１） インターネットの利用状況 （個人）

インターネット利用者の割合を年齢階層別にみると、13～59歳の各年齢階層で９割を上回っ

ている。 

図表１－１ 年齢階層別インターネットの利用状況の推移 

図表１－２ インターネット利用状況の推移 

※ 無回答は除いて算出している。（以下、本資料では、特記ある場合を除き同様。）
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図表１－３ 男女、年齢階層別インターネットの利用状況（平成 29年） 

図表１－４ 世帯年収別インターネットの利用状況 

（２） 端末別インターネットの利用状況 （個人）

図表１－５ インターネットの端末別利用状況 図表１－６ 年齢階層別インターネット端末の利用状況 

インターネットの利用状況を端末別にみると、今回初めてスマートフォンがパソコンを上回った。

年代別にみると「スマートフォン」は 13～49歳の各年齢階層で７割以上が利用している。 
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（３） 都道府県別及び地方別インターネットの利用状況（個人） 

 
図表１－７ 都道府県別インターネットの利用状況及びインターネットの端末別利用状況（平成 29 年） 

 

パソコン
携帯電話

（PHSを含む）
スマートフォン タブレット型端末

北海道 （799） 77.7 50.8 9.6 57.7 16.9

青森県 （887） 72.5 40.9 10.2 45.9 15.7

岩手県 （810） 70.5 41.4 8.6 48.8 15.3

宮城県 （795） 79.7 48.5 8.0 58.7 15.7

秋田県 （889） 71.5 43.3 12.3 48.0 19.3

山形県 （1,004） 72.6 44.5 8.5 48.4 14.1

福島県 （878） 76.4 43.9 13.0 50.7 15.0

茨城県 （689） 74.8 42.0 6.0 56.7 14.4

栃木県 （865） 79.3 49.2 9.5 57.8 19.5

群馬県 （867） 80.0 49.0 9.0 59.9 18.4

埼玉県 （822） 85.7 56.8 11.6 65.1 24.0

千葉県 （805） 82.2 56.1 9.3 65.1 26.1

東京都 （752） 87.7 61.9 12.7 68.5 26.3

神奈川県 （836） 85.4 59.8 9.9 64.6 24.9

新潟県 （1,015） 72.2 39.7 10.3 49.6 14.5

富山県 （1,204） 77.5 53.0 9.8 52.1 19.9

石川県 （1,005） 79.9 54.0 8.1 57.6 20.9

福井県 （926） 78.9 49.7 10.9 54.4 21.6

山梨県 （1,040） 80.3 51.4 8.6 58.6 19.2

長野県 （925） 77.9 48.5 12.5 52.5 21.0

岐阜県 （900） 80.3 51.1 9.4 57.8 19.2

静岡県 （1,023） 81.7 55.7 11.1 55.6 25.3

愛知県 （759） 84.5 61.1 8.5 62.1 19.5

三重県 （846） 79.5 48.2 8.9 57.3 18.5

滋賀県 （1,003） 82.3 54.1 8.2 61.4 23.6

京都府 （738） 85.5 59.6 10.3 63.4 24.9

大阪府 （756） 82.9 54.5 10.3 64.1 21.6

兵庫県 （749） 79.6 53.2 10.0 56.3 18.2

奈良県 （822） 78.9 49.0 9.4 57.3 19.4

和歌山県 （760） 79.7 53.5 8.6 57.2 17.1

鳥取県 （773） 73.4 41.6 10.6 51.4 20.3

島根県 （819） 72.9 46.5 7.7 49.8 17.9

岡山県 （826） 79.9 50.4 10.9 56.0 20.2

広島県 （756） 80.8 52.1 9.1 57.4 22.7

山口県 （829） 79.3 46.1 10.2 51.6 14.7

徳島県 （784） 76.1 43.9 10.3 53.4 19.8

香川県 （858） 76.1 49.8 9.3 53.3 19.1

愛媛県 （655） 76.4 42.6 8.6 51.8 21.5

高知県 （620） 71.8 38.0 8.8 52.1 16.9

福岡県 （540） 79.0 46.0 7.7 61.3 19.1

佐賀県 （955） 77.1 47.0 6.0 54.4 18.6

長崎県 （745） 72.2 39.0 10.7 50.4 15.6

熊本県 （762） 75.4 40.0 10.8 53.8 18.2

大分県 （734） 73.0 38.3 9.6 53.2 17.8

宮崎県 （762） 75.1 40.3 7.4 52.4 16.5

鹿児島県 （597） 67.9 37.7 7.0 51.3 17.5

沖縄県 （446） 81.3 46.6 6.4 60.8 19.9

全体 （38,630） 80.9 52.5 9.9 59.7 20.9

都道府県(n)

インターネット利用者の割合

総数

インターネットの利用者の割合を都道府県別にみると、東京都、埼玉県、京都府の順で高い結果

となっている（下図色付き部分）。 

また、地方別にみると、南関東、東海、近畿において利用者の割合が全国の割合よりも高い結

果となっている。 
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図表１－８ 地方別インターネットの利用状況及びスマートフォンの利用状況（平成 29年） 

 

 

（４） インターネット接続回線の種類 （企業） 

自社からのインターネット接続に「ブロードバンド回線」を利用している企業の割合は

95.9％、「光回線」を利用している企業の割合は 86.4％となっており、「光回線」を利用している

企業が「ブロードバンド回線」を利用している企業の大半を占めている。 

図表１－９ インターネット接続回線の種類（複数回答） 

  
（注）インターネット利用企業に占める割合 

 
  

95.9

86.4

5.7

2.4

1.5

1.7

14.1

10.2

6.2

14.8

87.1

84.6

6.2

3.6

1.4

1.3

16.3

11.7

6.2

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブロードバンド回線

光回線

（FTTH回線）

DSL回線

ケーブルテレビ回線

（CATV回線）

固定無線回線

（FWA）

BWAアクセスサービス

ナローバンド回線

ISDN回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

専用線

平成29年(n=2,494)

平成28年(n=1,974)
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（５） インターネット接続回線の種類 （世帯） 

図表１－10 自宅のパソコン等からのインターネット接続回線の種類（複数回答） 

  
（注）自宅のパソコン等からインターネットを利用する世帯に占める割合 

（６） 情報通信機器の保有状況 （世帯） 

世帯の情報通信機器の保有状況を機器別にみると、「モバイル端末全体」（94.8％）の内数

である「スマートフォン」は 75.1％となり、初めて「パソコン」（72.5％）を上回った。 

図表１－11 情報通信機器の保有状況の推移 

  

96.9

61.1

49.2

16.9

6.0

1.5

4.6

2.8

1.9

97.4

60.0

51.0

17.0

9.6

1.4

3.5

2.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブロードバンド回線

光回線

（FTTH回線）

携帯電話回線

ケーブルテレビ回線

（CATV回線）

DSL回線

固定無線回線

（FWA)

ナローバンド回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

ISDN回線

平成29年(n=10,036)

平成28年(n=11,548)

90.9 91.2 85.8
83.8

79.3

79.1

75.7 75.6 72.2

70.6

53.5

57.1

43.8

45.0

41.5

46.4

41.8 42.0

38.1

35.3

85.9
87.2

83.4

77.4
75.8

81.7

78.0 76.8
73.0

72.5

9.7

29.3

49.5

62.6
64.2

72.0 71.8

75.1

22.0

27.3

17.0
20.1

21.4
23.8

18.4

17.3
15.3

13.8

95.6 96.3
93.2 94.5 94.5 94.8 94.6 95.8 94.7 94.8

20.8

25.9
23.3

24.5

29.5

38.3

33.0 33.7

31.4 31.4

5.5
7.6

3.5
6.2

12.7
8.8

7.6 8.1 9.0

2.1
7.2

8.5

15.3
21.9

26.3
33.3

34.4

36.4

0.5 0.9 1.1
1.90%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20年
(n＝4,515)

21年
(n＝4,547)

22年
(n＝22,271)

23年
(n＝16,530)

24年
(n=20,418)

25年
(n=15,599)

26年
(n=16,529)

27年
(n=14,765)

28年
(n=17,040)

29年
(n=16,117)

固定

電話

モバイル端末全体
（携帯電話・ＰＨＳ及び

スマートフォン）（注１）

パソコン

携帯型音楽プ

レイヤー

家庭用テレビ

ゲーム機

ＦＡＸ

タブレット型端末

ウェアラブル

端末

スマート家電

スマートフォン

平成

自宅のパソコンやタブレット型端末等からインターネット接続している世帯のうち、「ブロード

バンド回線」を利用している世帯の割合は 96.9％となっている。このうち、「光回線」を利用して

いる世帯の割合は 61.1％、「携帯電話回線」は 49.2％となっている。 

（注） １．「モバイル端末全体」には携帯電話・ＰＨＳと、平成21年から平成24年までは携帯情報端末（PDA）、平成22年以降はスマートフォンを含む。 

（注） ２．経年比較のため、この図表は無回答を含む形で集計。 
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（７） モバイル端末の保有状況 （個人） 

 
図表１－12 モバイル端末の保有状況の推移 

 

 

図表１－13 年齢階級別モバイル端末の保有状況（平成 29年） 

 

個人のモバイル機器の保有状況をみると、「スマートフォン」の保有者の割合が 60.9％となって

おり、「携帯電話・ＰＨＳ」（29.3％）の保有者の割合よりも 31.6ポイント高くなっている。 

年齢階層別にみると、6～59 歳の各年齢階層では「スマートフォン」の保有者の割合が「携帯

電話・ＰＨＳ」を上回っている。 
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２ 個人におけるＩＣＴ利用の現状 

（１） インターネットの利用目的・用途  

インターネット利用者のインターネットの利用目的・用途をみると、「電子メールの送受信」の割

合が 80.2％と最も高く、次いで「天気予報の利用（無料のもの）」（65.8％）、「地図・交通情報の提

供サービス（無料のもの）」（63.4％）となっている。 

年齢階層別にみると、「電子メールの送受信」がほぼ全ての年齢層で高くなっている一方、「ソ

ーシャルネットワーキングサービスの利用」や「動画投稿・共有サイトの利用」では年齢階層によ

る差が大きくなっている。 

 
図表２－１ インターネットの利用目的・用途（複数回答） 

     
（注） インターネット利用者に占める割合 
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図表２－２ 年齢階層別インターネットの利用目的・用途（複数回答）（平成 29年） 
  

 

 （注）インターネット利用者に占める割合 
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（２） ソーシャルネットワーキングサービスの利用状況 

図表２－３ ソーシャルネットワーキングサービスの利用状況 

図表２－４ ソーシャルネットワーキングサービスの利用目的（複数回答） 

インターネット利用者に占めるソーシャルネットワーキングサービスの利用者の割合は 54.7％

となっている。 

利用目的については、「従来からの知人とのコミュニケーションのため」の割合が 87.6％と最も

高く、次いで「知りたいことについて情報を探すため」（50.2％）、「ひまつぶしのため」（31.1％）とな

っている。 

（注）インターネット利用者に占める割合 
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３ 企業におけるＩＣＴ利用の現状 

（１） ソーシャルメディアサービスの活用状況 

図表３－１ 産業別・資本金規模別ソーシャルメディアサービスの活用状況 

    

 

28.9
22.1

18.8
14.2

19.4
12.1

16.5
13.7

32.1
29.7

39.2
34.1

46.2
32.1

40.8

36.9
27.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

(n=2,573)
(n=2,010)

(n=309)
(n=306)

(n=374)
(n=376)

(n=323)
(n=344)

(n=307)
(n=336)

(n=138)
(n=156)

（n=139)
（n=141)

(n=643)

(n=340)
(n=492)

産業別

建設業

製造業

運輸業

卸売・

小売業

金融・

保険業

不動産業

情報通信業

サービス業・

その他

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

全体

33.5
19.7

26.7
19.1

23.5
21.8

28.9
19.2

28.4
26.2

37.0
17.4

31.3
28.9

48.6
40.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

(n=96)
(n=86)

(n=543)
(n=501)

(n=323)
(n=262)

(n=635)
(n=485)

(n=590)
(n=365)

(n=83)
(n=43)

(n=164)
(n=43)

(n=139)
(n=127)

資本金規模別

1000万円未満

1000万円～3000

万円未満

3000万円～5000

万円未満

5000万円～1

億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円～50億円未満

50億円以上

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

インターネットを利用している企業のうち、ソーシャルメディアサービスを活用している企業の割

合は 28.9％となっている。 

産業別にみると、「不動産業」が 46.2％と最も高く、次いで「情報通信業」（40.8％）、「金融・保険

業」（39.2％）となっている。 

資本金規模別にみると、50億円以上の企業が 48.6％と最も高くなっている。 

ソーシャルメディアの活用目的・用途別にみると、「商品や催物の紹介、宣伝」が 73.7％と最も高

くなっており、次いで「定期的な情報の提供」（59.6％）となっている。 

（注）１ インターネット利用企業に占める割合。 

   ２ 平成 29 年調査では、情報通信業を独立した産

業とし、全体に占める情報通信業の比率も上昇

している。経年比較にあたっては留意が必要。

（前回平成28年調査までは、情報通信業はサー

ビス業・その他の内数）。以下、産業別のグラフ

について同様。 

（注）インターネット利用企業に占める割合 
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図表３－２ ソーシャルメディアサービスの活用目的・用途（複数回答） 

 
 

（２） 電子商取引の実施状況 

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は 49.0％となって

いる。 

産業別にみると、「卸売・小売業」が 60.5％と最も高く、次いで「金融・保険業」（57.6％）、「情報通

信業」（53.0％）となっている。 

インターネットを利用して販売を行っている企業のインターネット販売モデルについては、「電子

商店（自社サイト）」の割合が 68.9％と最も高く、次いで「電子商店（電子モールへの出店）」

（42.4％）となっている。 

図表３－３ 産業別・資本金規模別電子商取引の実施状況（平成 29年） 

 

 
  

73.7

59.6

35.5

20.9

12.9

4.1

0.9

3.3

67.1

58.1

35.5

23.5

14.3

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商品や催物の紹介、宣伝

定期的な情報の提供

会社案内、人材募集

マーケティング

消費者の評価・意見の収集

申込みや届出の受付

電子公告、決算公告

その他

平成29年(n=795)
平成28年(n=431)

49.0

39.0

49.3

32.7

60.5
57.6

45.1

53.0

46.6

36.2
35.8 35.5

25.0

41.8

27.2

33.9

38.3 36.7

10.7

2.4

14.0

3.3

19.2

13.4

5.8

11.4

5.6

18.3

3.8

15.0

8.1

29.2

39.7

18.5 17.6 18.1

0%

20%

40%

60%

全 体

(n=2,545)

建設業

(n=309)

製造業

(n=366)

運輸業・郵便業

(n=318)

卸売・小売業

(n=306)

金融・保険業

(n=135)

不動産業

(n=135)

情報通信業

(n=640)

サービス業、その他

(n=336)

いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売

産業別 

（注）ソーシャルメディアサービス活用企業に占める割合 

選択肢のうち、「申込みや届出の受付」と「電子公告、決算公

告」のは今回の調査から追加した選択肢 
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図表３－４ インターネット販売モデル（複数回答） 

  

 

  

39.1
40.7

45.3

49.8

58.1
53.7 54.6

72.8

32.9
31.6 33.6

36.2

42.5

36.0
38.6

47.2

3.4

7.2 6.5

12.1 14.5
11.7

18.5
20.5

9.5
14.0

16.5

21.5 19.7
22.4 22.8

29.8

0%

20%

40%

60%

80%

1000万円未満

(n=91)

1000万円～3000万円

未満

(n=537)

3000万円～5000万円

未満

(n=317)

5000万円～1億円未満

(n=637)

1億円～5億円未満

(n=577)

5億円～10億円未満

(n=83)

10億円～50億円未満

(n=163)

50億円以上

(n=140)

いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売

68.9

42.4

8.8

1.3

8.3

72.0

40.2

7.7

2.2

7.4

0% 20% 40% 60% 80%

電子商店（自社サイト）

電子商店

（電子モールへの出店）

販売仲介

オンライントレード

その他
平成29年(n=433)

平成28年(n=326)

資本金規模別 

（注）インターネットを利用した販売を行っている企業に占める割合 
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（３） インターネットを利用した広告（インターネット広告）の実施状況 

インターネット広告を実施している企業の割合は 41.5％となっている。 

産業別にみると、「不動産業」が 66.2％と最も高く、次いで「金融・保健業」（61.4％）、「情報通信

業」（49.8％）となっている。 

図表３－５ 産業別・資本金規模別インターネット広告の実施状況 

 

 

  

 

  

41.5
25.6

37.9
23.9

29.6
14.2

33.2
16.5

45.4
37.1

61.4
52.3

66.2
52.3

49.8

48.9
29.1

0% 20% 40% 60% 80%

(n=2,564)
(n=1,995)

(n=307)
(n=303)

(n=375)
(n=372)

(n=319)
(n=345)

(n=311)
(n=337)

(n=138)
(n=156)

(n=137)
(n=139)

(n=637)

(n=340)
(n=482)

産業別

建設業

製造業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

情報通信業

サービス業・

その他

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

全体

41.7
20.1

39.3
23.1

34.5
20.5

40.8
23.5

45.2
30.6

52.7
18.6

43.9
43.9

56.8
36.4

0% 20% 40% 60%

(n=96)
(n=82)

(n=538)
(n=492)

(n=320)
(n=261)

(n=635)
(n=487)

(n=590)
(n=361)

(n=80)
(n=42)

(n=164)
(n=138)

(n=141)
(n=127)

資本金規模別

1000万円未満

1000万円～3000

万円未満

3000万円～5000

万円未満

5000万円～

1億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円～50億円未満

50億円以上

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

（注）前回調査ではインターネット広告を類型別に把握し

ていたのに対し、今回調査ではインターネット広告

の実施有無を把握する設問に変更したことから、

結果の比較に際しては注意が必要。 
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（４） クラウドコンピューティングサービスの利用状況 

図表３－６ クラウドサービスの利用状況の推移 

 

 

図表３－７ クラウドサービスの効果（平成 29年） 

   

  

29.4

24.4

22.8

20.7

15.0

27.5

22.5

21.7

18.0

18.0

13.4

14.5

15.0

15.9

17.5

22.1

29.3

30.0

32.2

34.4

7.6

9.3

10.4

13.1

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年
(n=2,570)

平成28年
(n=2,071)

平成27年
(n=1,821)

平成26年
(n=2,098)

平成25年
(n=2,183)

全社的に利用している 一部の事業所又は

部門で利用している

利用していないが、

今後利用する予定がある

利用していないし、

今後も利用する予定もない

クラウドサービスに

ついてよく分からない

56.9

46.9

44.6

38.7

33.1

非常に効果があった
30.9%

ある程度効果があった
54.3%

あまり効果がなかった
1.0%

マイナスの効果であった
0.4%

効果はよく分からない
13.3%

平成29年
(n=1550）

クラウドコンピューティングサービス（以下「クラウドサービス」という。）を一部でも利用している

企業の割合は 56.9％となり、前年の 46.9％から 10ポイント上昇している。 

クラウドサービスの効果については、「非常に効果があった」又は「ある程度効果があった」と回

答した企業の割合は 85.2％となっている。 

利用したサービスの内容については、「ファイル保管・データ共有」の割合が 51.2％と最も高く、

次いで「サーバ利用」（47.6％）、「電子メール」（46.3％）となっている。 

（注） 平成29年調査では、情報通信業を独立した産業として集計したため、全体に占める情報通信業の比率も前回調査に比べ上昇している。経年比

較にあたっては留意が必要（前回平成28年調査までは、情報通信業はサービス業・その他の内数。産業別は図表３-８を参照。）。 

 

（注）クラウドサービス利用企業に占める割合 
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図表３－８ 産業別・資本金規模別クラウドサービスの利用状況 

  

 

 

 

  

57.4
47.2

57.6
45.1

49.3
38.8

57.9
53.2

70.4
69.6

69.4
63.0

78.5

53.2
46.0

0% 20% 40% 60% 80%

(n=310)
(n=305)

(n=375)
(n=377)

(n=321)
(n=346)

(n=309)
(n=339)

(n=138)
(n=158)

(n=137)
(n=139)

(n=640)

(n=340)
(n=492)

産業別

建設業

製造業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

情報通信業

サービス業・

その他

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

40.8
19.5

46.2
39.1

49.8
42.5

57.4
45.9

67.0
58.4

83.5
74.8

78.6
73.6

78.1
70.6

0% 20% 40% 60% 80%

(n=92)
(n=87)

(n=537)
(n=501)

(n=324)
(n=264)

(n=638)
(n=487)

(n=591)
(n=365)

(n=83)
(n=43)

(n=164)
(n=138)

(n=141)
(n=129)

資本金規模別

1000万円未満

1000万円～

3000万円未満

3000万円～

5000万円未満

5000万円～

1億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円～50億円未満

50億円以上

凡例■■：平成29年
■■■■：平成28年

（注） 平成29年調査では、情報通信業を独立した産業と

して集計したため、全体に占める情報通信業の比

率も前回調査に比べ上昇している。経年比較にあ

たっては留意が必要。（前回平成28年調査までは、

情報通信業はサービス業・その他の内数） 
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図表３－９ 利用しているクラウドサービスの内容（複数回答） 

 

図表３－10 クラウドサービスを利用しない理由（複数回答） 

  

51.2

47.6

46.3

37.7

34.4

34.1

27.1

14.5

12.3

10.4

9.2

8.6

7.9

7.7

6.8

5.6

4.7

1.6

7.5

50.7

46.7

51.7

38.4

27.0

38.3

26.4

14.8

12.2

8.3

8.2

7.0

8.6

7.8

7.2

5.0

4.9

1.2

7.4

0% 20% 40% 60%

ファイル保管・データ共有

サーバ利用

電子メール

社内情報共有・ポータル

データバックアップ

スケジュール共有

給与、財務会計、人事

営業支援

ｅラーニング

取引先との情報共有

システム開発、ｗｅｂサイト構築

プロジェクト管理

生産管理、物流管理、店舗管理

購買

受注販売

課金・決済システム

認証システム

研究・開発関係

その他

平成29年(n=1,571)

平成28年(n=960)

39.5

38.1

27.6

23.7

16.1

11.4

9.2

4.9

4.3

5.1

47.3

35.4

22.4

16.3

12.6

9.0

7.3

7.1

3.7

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要がない

情報漏洩などセキュリティに不安がある

クラウドの導入に伴う既存システムの

改修コストが大きい

メリットが分からない、判断できない

ネットワークの安定性に対する不安がある

通信費用がかさむ

ニーズに応じたアプリケーションの

カスタマイズができない

クラウドの導入によって

自社コンプライアンスに支障をきたす

法制度が整っていない

その他

平成29 年(n=481)

平成28 年(n=564)

（注）クラウドサービス利用企業に占める割合 

（注）クラウドサービスを利用しておらず、今後も利用する予定もない企業に占める割合 
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４ テレワークの導入・実施状況 

（１） テレワークの導入状況（企業） 

図表４－１ テレワークの導入状況 

 

 

図表４－２ テレワークを利用する従業員の割合 

   

9.7
11.5

9.3
11.5

16.2

13.3 13.9

3.9

2.9

3.3

3.5

3.4

3.3
4.3

0%

5%

10%

15%

20%

平成23年
(n=1,891)

平成24年
(n=2,074)

平成25年
(n=2,179)

平成26年
(n=2,106)

平成27年
(n=1,829)

平成28年
(n=2,018)

平成29年
(n=2,580）

導入していないが、具

体的に導入予定がある

テレワークを導入して

いる

45.4

51.4

8.2

8.4

33.2

24.5

6.5

8.0

4.3

7.0

2.3

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年
(n=252)

平成29年
(n=421)

５％未満 ５％～１０％未満 １０％～３０％未満 ３０％～５０％未満 ５０％～８０％未満 ８０％以上

テレワークを導入している企業の割合は 13.9％となっている。 

導入しているテレワークの形態は、「モバイルワーク」の割合が 56.4％と最も高くなっている。 

テレワークを利用する従業員の割合は、「５％未満」が 51.4％と最も高くなっている。 

テレワークの主な導入目的については、「勤務者の移動時間の短縮」の割合が 54.1％と最も高く、

次いで「定型的業務の効率性（生産性）の向上」（46.4％）、「勤務者にゆとりと健康な生活の実現」

（23.7％）となっている。 

導入目的に対する効果については、「非常に効果があった」又は「ある程度効果があった」と回答

した企業の割合が 81.8％となっている。 

なお、テレワークを導入していない企業が導入しない理由については、「テレワークに適した仕事

がないから」の割合が 73.7％と最も高くなっている。 

（注）テレワーク導入企業に占める割合 

テレワークの導入形態 

 

56.4

29.9

12.1
0%

20%

40%

60%

モバイルワーク 在宅勤務 サテライトオフィス

勤務

平成29年(n=358)
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図表４－３ テレワークの導入目的（複数回答）     

  

 

図表４－４ テレワークの効果（平成 29年） 

  

非常に効果があった
24.5%

ある程度効果があった
57.3%

あまり効果がなかった
1.1%

マイナスの効果であった
0.0%

効果はよく分からない
17.1%

平成29年
(n=429）

（注）テレワーク導入企業に占める割合 

 

（注）テレワーク導入企業に占める割合 

 

17.8

0.6

1.2

6.1

9.4

5.5

20.8

18.7

12.3

9.3

59.8

43.9

13.5

0.7

1.5

8.7

11.8

16.1

19.1

21.4

22.5

23.7

46.4

54.1

0% 20% 40% 60% 80%

その他

省エネルギー、節電対策のため

交通代替によるCO2削減等地球温暖化対策

オフィスコストの削減

付加価値創造業務の創造性の向上

優秀な人材の雇用確保

顧客満足度の向上

非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事業継続に備えて

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応

勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

定型的業務の効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮

平成29年(n=440)
平成28年(n=262)
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図表４－５ テレワークを導入しない理由（複数回答） 

（２） テレワークの実施状況（個人）

企業等に勤める 15 歳以上の個人のうち、テレワークを実施したことがあると回答した個人の割合

は 6.4％となっており、実施したテレワークの形態については、「在宅」の割合が 57.6％と最も高くな

っている。 

テレワークの実施希望の有無については、「実施してみたい」又は「どちらかというと実施してみた

い」と回答した割合が 22.3％となっている。 

テレワーク未実施だが実施希望のある者が実施しない理由は、「勤務先にテレワークできる制度

がないため」が 74.8％となり、次いで「テレワークに適した仕事ではないため」が 52.0％となった。 

図表４－６ テレワークの実施経験及び実施希望  図表４－７ テレワークの実施形態（複数回答） 

6.9

3.6

5.2

3.9

7.1

8.4

6.8

6.3

8.8

11.3

14.7

18.4

22.6

74.2

7.9

3.9

5.6

5.7

7.6

8.6

8.9

10.2

10.8

12.9

14.0

19.5

22.2

73.7

0% 20% 40% 60% 80%

その他

周囲の社員にしわ寄せがあるから

労働組合や社員から要望がないから

給与計算が難しいから

費用がかかりすぎるから

顧客等外部対応に支障があるから

文書の電子化が進んでいないから

人事制度導入に手間がかかるから

社員の評価が難しいから

社内のコミュニケーションに支障があるから

導入するメリットがよくわからないから

業務の進行が難しいから

情報漏えいが心配だから

テレワークに適した仕事がないから

平成29年(n=1,948)

平成28年(n=1,674)

（注）15歳以上の企業等勤務者に占める割合 

（注）テレワーク実施者に占める割合 

（注）テレワーク未実施で導入予定もない企業に占める割合 

平成29年（n=2,040)

57.6

24.6

54.7

0%

20%

40%

60%

80%

在宅 サテライトオフィス 外出先

（モバイルワーク）

平成29年

(n=143)

（注）テレワーク実施者に占める割合 
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図表４－８ テレワーク実施希望の有無  

   

 

図表４－９ テレワークを実施しない理由（複数回答）（平成 29年） 

  
  

（注）テレワーク未実施者に占める割合 

 

（注）テレワーク実施希望者に占める割合 
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５ 安心・安全への取組状況 

（１） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） 

インターネットを利用している世帯のうち、何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の

割合は 65.4％となり、実施しているセキュリティ対策は「セキュリティ対策ソフトの導入もしくは

更新」が 46.2％と最も高く、次いで「セキュリティ対策サービスの新規契約もしくは更新」

（25.4％）、「不確かなインターネット回線には接続しない」（23.1％）となっている。 

図表５－１ セキュリティ対策の実施状況（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（注）過去１年間に少なくとも１人はインターネットを利用したことのある世帯に占める割合 
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（２） インターネット利用で感じる不安 （個人） 

インターネットを利用している 12 歳以上の個人のうち、インターネットを利用していて「不安

を感じる」又は「どちらかといえば不安を感じる」と回答した者の割合が合わせて 66.8％となり、

前回調査から 5.2ポイント上昇となっている。30代～70代で同程度の上昇傾向がみられる。 

感じている不安の内容については、「個人情報やインターネット利用履歴の漏えい」の割合

が 89.5％と最も高く、次いで「コンピュータウイルスへの感染」（69.6％）、「迷惑メール」（53.5％）

となっており、概ね前回と同程度となっている。 

図表５－２ インターネット利用上の不安の有無 

 

  

図表５－３ インターネット利用で感じる不安の内容（複数回答） 

    

  

（注）12歳以上のインターネット利用者に占める割合 

（注）インターネットを利用していて「不安を感じる」又は「どち

らかといえば不安を感じる」と回答した個人に占める割合 

 

（注）各年齢階層のインターネット利用者のう

ち、「不安を感じる」「どちらかといえば不安

を感じる」のいずれかと回答した者の割合 
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（３） 情報通信ネットワークに対するセキュリティ侵害と対応の状況 （企業） 

過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ侵害をみると、「何らか

の被害を受けた」企業が 50.9％となり、被害内容は、「ウイルスを発見又は感染」が 44.1％、「標

的型メールの送付」が 28.8％となっている。 

セキュリティについて、何らかの対策を実施している企業の割合は 99.3％となり、対応内容は

「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウイルス対策プログラムを導入」が 88.9％と最も高く、次

いで「サーバにウイルス対策プログラムを導入」（66.5％）、「社員教育」（57.6％）となっている。 

図表５－４ 情報通信ネットワークの利用の際に発生した過去１年間のセキュリティ侵害の状況 
（複数回答） 

   （注）情報通信ネットワーク（企業内・企業間通信網やインターネット）利用企業に占める割合 
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図表５－５ セキュリティへの対応状況（複数回答） 

   

 

 

 

  

（注）情報通信ネットワーク（企業内・企業間通信網やインターネット）利用企業に占める割合 
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（４） 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業）

標的型メールを送付された企業の被害状況をみると、「標的型メールが社員の端末に到達

し、少なくとも１回はウイルス感染した」企業の割合は 17.4％、「標的型メールが社員の端末に

到達したが、ウイルス感染はなかった」企業の割合は 54.5％となっている。 

標的型メールへの対策状況については、対策を実施している企業の割合は 89.5％となって

いる。対策内容は「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウイルス対策プログラムを導入」が

74.2％と最も高く、次いで「サーバにウイルス対策プログラムを導入」（55.0％）、「社員教育」

（52.４％）となっている。 

図表５－６ 標的型メールの被害の有無（平成 29年） 

図表５－７ 標的型メールへの対策内容（複数回答） 

（注）標的型メールが送付された企業に占める割合



26 

（５） 情報通信ネットワークを利用する上での問題点 （企業） 

 

図表５－８ 情報通信ネットワークを利用する上での問題点（複数回答） 

 
  

情報通信ネットワークを利用する上での問題点をみると、「ウイルス感染に不安」と回答した企

業の割合が 47.4％と最も高くなり、次いで「セキュリティ対策の確立が困難」（40.9％）、「運用・管

理の費用が増大」（39.1％）となっている。 

（注）情報通信ネットワーク（企業内・企業間通信網やインターネット）利用企業に占める割合 
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６ 世帯におけるインターネット対応型テレビ受信機の利用状況

（１） インターネット対応型テレビ受信機の利用意向

図表６－１ インターネット対応型テレビ受信機の利用意向（平成 29年） 

（２） インターネット対応型テレビ受信機の利用状況

図表６－２ インターネット対応型テレビの利用状況（複数回答）（平成 29年）

34.5 

25.9 

25.0 

21.9 

16.6 

9.8 

0.7 

0% 20% 40%

VOD（ビデオオンデマンド）などの配信番組

ネットワークを通じて録画した番組の視聴

ホームページ閲覧などのウェブ利用

テレビ電話

視聴中の番組内容に関連した情報の取得

オンラインゲーム

その他 平成29年(n=1,902)

インターネット対応型テレビ受信機で利用してみたいサービスをみると、「ＶＯＤなどの配信番

組」（34.5％）が最も高く、次いで「ネットワークを通じて録画した番組の視聴」（25.9％）となってい

る。 

過去１年間に一人はインターネットを利用した世帯のうち、インターネット利用時の機器として

インターネット対応型テレビ受信機を利用した世帯は 14.3％となっている。

（注）全世帯に占める割合 

（注）過去１年間に少なくとも１人はインターネットを利用したことのある世帯の占める割合 
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（３） インターネット対応型テレビ受信機の利用目的

図表６－３ インターネット対応型テレビ受信機の利用目的（複数回答）（平成 29年） 

インターネット対応型テレビ受信機の利用目的をみると、「ＶＯＤ等の配信番組」が 37.1％と最

も高く、次いで、「視聴中の番組内容に関連した情報の取得」（34.5％）、「ホームページの閲覧、

動画投稿、電子掲示板、チャット、ＳＮＳ、オンラインショッピングなどのウェブ利用」（28.0％）とな

っている。 

（注）インターネット対応型テレビ受信機でインターネットを利用している世帯に占める割合 
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